
新潟市区自治協議会準備会設置要綱 

 

（設置） 

第１条 政令指定都市への移行時に地方自治法第２５２条の２０第６項に基づき設置を予

定している区自治協議会の円滑な運営準備のため，新潟市行政区画審議会が答申した行

政区（以下「行政区」という。）ごとに区自治協議会準備会（以下「準備会」という。）

を設置する。 

（役割） 

第２条 準備会の役割は次のとおりとする。 

⑴ 行政区内のまちづくりに関する検討 

⑵ 区自治協議会設置時の委員の推薦 

⑶ その他区自治協議会設置に関する準備 

（委員） 

第３条 準備会は，委員３０人以内で組織する。 

２ 委員は，行政区の区域内に住所を有する者又は行政区の区域内に主たる事業所を有し

活動する団体を代表する者で，次のいずれかに該当する者のうちから市長が委嘱する。 

⑴ コミュニティ協議会を代表する者 

⑵ コミュニティ協議会設立準備組織を代表する者 

⑶ 地域審議会を代表する者 

⑷ 公共的団体を代表する者 

⑸ 学識経験者 

⑹ 公募による者 

⑺ その他市長が必要と認めた者 

３ 委員の任期は，平成１９年３月３１日までとする。 

（会長及び副会長） 

第４条 準備会に会長及び副会長を置き，委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は，会務を総理し，準備会を代表する。 

３ 副会長は，会長を補佐し，会長に事故があるときは，その職務を代理する。 

（会議） 

第５条 準備会の会議は，会長が招集し，その議長となる。 

２ 準備会の会議は，委員の２分の１以上が出席しなければ開くことができない。 

３ 準備会の議事は，出席委員の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長の決する

ところによる。 

４ 会長は，必要があると認めるときは，委員以外の者を会議に出席させ，意見を求める

ことができる。 

（区自治協議会委員推薦会の設置） 

第６条 準備会に，第２条第２号に掲げる区自治協議会設置時の委員の推薦を行うため，

区自治協議会委員推薦会（以下「推薦会」という。）を設置する。 



２ 推薦会は，１０人以内とし，第３条第２項第５号及び第６号の委員並びに行政区内の

支所長及び地区事務所長等で組織する。 

３ 推薦会は，区自治協議会の構成及び委員について選考を行い，選考結果に基づき，準

備会へ区自治協議会委員を推薦するものとする。 

４ 推薦会は，前項に規定する区自治協議会委員に第３条第２項第６号の委員を推薦でき

ないものとする。 

５ 準備会は，推薦会の選考結果を尊重し，議決の上，市長へ区自治協議会委員を推薦す

るものとする。 

（庶務） 

第７条 準備会の庶務は，別表の準備会の幹事部署において処理する。 

２ 協力部署は，幹事部署を補佐し，準備会に係る事務を分担する。 

（委任） 

第８条 この要綱に定めるもののほか，準備会の運営に必要な事項は市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は平成１８年４月１日から施行する。 

 

別表（第７条関係） 

行政区 幹事部署 協力部署 

１区 豊栄支所 北地区事務所 

２区 中地区事務所 東地区事務所，石山地区事務所 

３区 中央地区担当 東地区事務所，南地区事務所，石山地区事務所 

４区 亀田支所 横越支所，南地区事務所，石山地区事務所 

５区 新津支所 小須戸支所 

６区 白根支所 味方支所，月潟支所 

７区 坂井輪地区事務所 黒埼支所，西地区事務所 

８区 巻支所 岩室支所，西川支所，潟東支所，中之口支所 

 


